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1は じ め に
人類による宇宙開発の歴史は,1957年 の ソ連人工衛星スプー トニクi号 の打
上げ以来わずか四半世紀 しか経過していないが,そ の間における科学技術の発
達には,め ざましいものがある。1950年 代から1960年代の初期の段階は,ア ポ
ロ計画,ス カイラボ計画,金 星 ・火星の探査等,科 学的 ・実験的な目的の探査・
調査等にみられるように,地 球をとりまく宇宙環境の未知の世界の究明とか,
現代の巨大な科学技術の限界に挑戦するといった性格を持つ開発活動であった
のに対 し,1970年 代に入ると,打 上げた宇宙物体を通信 ・放送 ・気象観測 ・航
行管制 ・資源探査等,実 用的な目的に用いる開発活動が,急 速に進歩 してきて
いるD。 さらに1980年 代以後は,宇 宙開発活動が 「商業化」の段階に入ってき
原稿受領日1983年7月6日'
1)小 菅敏夫 「リモー トセンシング(地 球遠隔探査)の 法的考察」
(人文社会編)』,第26巻 第2号,1976年,293頁 。
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てい ると言 って も,過 言 ではないと思われ る2)3)。
一方 ,こ のよ うな科学技術の発 達 に歩 調 を 合 わせ て,宇 宙 国 際 法(inter一
nationallawofouterspace,Weltraumv61kerrecht,droitinternationalde
respace)の 歴 史 も進展 して きて いる。1967年 のいわゆる 「宇宙条約」発 効以
来,同 条約 を含 め4条 約が発 効 し,1条 約が未発効 なが ら各国に署名開放 され
て お り,ま たい くつかの条約(法 原 則)案 が,現 在 国連及び その下部組織で審
議 中で ある。
特 に近年 における 「放送衛星法原 則案」 及び 「リモー トセ ンシング法原則案 」
の審議 では,宇 宙活動国(発 信 国 ・探査 国)と 非宇 宙活動国(受 信国 ・被探査
国)の 間の意見対立を,関 係締約国間 の 「協議」(consultation)に よ って解決
しようとす る傾 向が,強 くな って きてい ると思 われ る。 また放送衛星 の問題 に
つ いて は、前稿で4),外 国向け直接放送 を,発 信国 と受信国の間の 「協議」 と
「協定」 に基づいて実施 させ る ことが必要で あると述べた。
以上の ような関係国間の 「協議」 について は,山 本草二教 授が,最 近,注 目
す べき論文を発表 された5)。 この論文 によれば,「 協 議 」は従 来,一 般 に外交
サ 　 ロ
交渉と同義であったが,今 日のいくつかの国際条約では,第1に,紛 争の事後
2)1982年11月,ア メリカのスペースシャトル ・コロンビア号は,前 回までのテス ト飛
行と違って,荷 主の依頼による荷物を宇宙空間に運ぶという,最 初の 「商業飛行」
に成功 した。この荷物は,ア メリカSBS社 及びカナダ ・テ レサットカナダ社の通
信衛星で,コ ロンビア号の荷物室の発射台か らバネによって宇宙空間に送り出され,
両衛星とも静止衛星軌道に乗った。通信衛星の運搬代として,SBS社 及びテレサッ
トカナダ社は,そ れぞれ,ア メリカ航空宇宙局(NASA)に,1000万 ドル(従 来の
デルタロケ ット方式の半額以下)支 払っており,そ の意味で,宇 宙開発が商業時代
に入 ったと言えよう。
3)我 が国の宇宙開発事業団も,災 害発生時の通信手段の確保及び離島への電話回線の
改善を目ざして,1983年2月,静 止通信衛星(CS-2a)を,種 子島宇宙センターか
ら打上げた。この打上げにかかった費用約205億 円のうち6割 は,衛 星の運用にあ
たる通信 ・放送衛星機構(1979年7月 の 「通信 。放送衛星機構法」により同年8月
設立)が 分担 したので,事 業団としては初の 「商業的」打上げとなった。
4)拙 稿 「放送衛星による直接放送 と国際法」『一橋論叢』,第85巻 第6号,1981年,
138-145頁 。
5)山 本草二 「国際紛争における協議制度の変質」『紛争の平和的解決 と国際法』,皆 川
洗先生還暦記念論文集,北 樹出版,1981年,215-244頁 。
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的な解決手続の第1段 階 として,協 議が義務的とされ,ま た第2に,共 通の利
害関係を持ち,相 互に影響を与えあう分野,つ まり 「利益共同」(community
　
ofinterests)6)の 関係 にある分野では,協 議は,関 係締 約国間 における利害の事
　
前調整 をはか り,国 際紛争を 「回避」す るための義務 的な手段7)で あると指摘
されて いる。 そ して山本教授 は,国 際経済関係,資 源 の共 同利用及 び開発,人
間環境の保護等の分野におけ る条約の検 討によ り,こ の後者の協議制度 にお け
る具体的 措置 と して,第1に,計 画及び行動 の内容についての事前通報の義務,
第2に,潜 在被害国によ る協議要請の権利,そ して第3に,実 施国の協 議に応
じるべ き義務をあげ られてい る8)。
この よ うな,紛 争回避手続 としての義務 的協議制度 という考え方 は,宇 宙国
際法の領域において も注 目に値す ると思 われ る。何故 な らば,宇 宙空間 は国家
管轄権を越える領 域であ り9),そ こにおける開発活動 は,共 通の利害関係を持
ち,相 互 に影響を与 えあ うとい う,典 型的な 「利益共 同」の関係に な らざるを
えないか らである。 また宇宙開発 は,巨 大 な資本及び組織を必要 とす る活動 な
ので,紛 争の事後 的解決 よ りは,利 害の調整 による紛争の事前回避の方が,国
際的な環境保全の場合 と同様 に10),よ り効果的 と考え られ るか らであ る。
6)こ の 「利益共同」という概念は,国 際河川の問題についてではあるが,常 設国際司
法裁判所が,「 オーデル河国際委員会の地域的管轄権に関する事件」で,次 のように
明らかにしている。
「この航行可能な河川における利益共同(communityofinterests)が,共同の
法的権利の基礎となるのであって,そ の本質的特徴は,河 川の全水路の利用におけ
るすべての沿河国の完全な平等であり,そ してどの沿河国にも他の沿河国に対する
関係において,一 切の優先的特権が排除されることである。」(P.C.i.J.,Series
A,No.23,p.27,皆 川洗 『国際法判例集』,有 信堂,1975年,90頁 。)
7)こ の紛争回避(disputeavoidance)手 続としての協議義務には,積 極面(締 約国
相互の利益共同に基づく,権 利の平等性 ・衡平性の保障)と 消極面(他 の締約国の
権利に対する侵害,又 は利益に対する損害の防止)の2面 有 ると,指 摘される。
山本草二前掲論文 「国際紛争における協議制度の変質」,231-232頁 。
8)同 論文,216頁 。
9)「宇宙条約」第2条 は,宇 宙空間のnationalappropriationを 禁止しており,そ
の意味で,国 家管轄権を越える領域と,言 えよう。
10)環 境汚染の場合,事 後的解決が不可能なことも有る。なお,国 際的な環境保護にお
ける協議制度については,次 の論文を参照。
岩間徹 「国際環境法における事前通告 ・協議制度」『一橋論叢』,第85巻 第6号,
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そこで本稿では,上 述の山本論文を踏まえて,宇 宙国際法の領域においてす
でに発効 した条約や,現 在審議中の条約に含まれる 「協議」に関す る規定を分
析することにより,宇 宙国際法における協議制度の特徴を,明 らかにしようと
思 う。そして,こ のような協議制度に基づいた,宇 宙開発における国際協力の
促進 について も,検 討 しようと思 う。
なお,各 条約(法 原則案)に ついて,協 議に関する条項の成立経過をやや詳
細に検討するが,こ れは,そ れ らの条項の解釈に,審 議過程が大きな影響を与
えていると考えるか らである11)。
H「 宇宙条約」における協議制度
1宇 宙国際法の歴史は,1967年10月 の 「宇宙憲章」 とも言 うべき 「宇宙条
約」12)の発 効に始まったと言える。すでにこの条約中にも,協 議に関する規定
が含まれていた。条約第9条 第3文 及び第4文 は,次 のように規定する。
条約の当事国は,自 国又は自国民によって計画された月その他の天体を
含む宇宙空間における活動又は実験が,月 その他の天体を含む宇宙空間の
平和的な探査及び利用における他の当事国の活動に潜在的に有害な干渉を
1981年,39-59頁 。
11)審 議 中 の 法 原 則 案 に つ い て は,確 か に,何 らの 法 的 効 力 を 持 つ もの で は な い。 しか
し,宇 宙 国 際 法 の 領 域 で これ ま で に発 効 した4条 約 の成 立 経 過 を 見 て くる と,条 約
化 の ひ とつ の パ ター ンが存 在 す る こと が,指 摘 され て い る。 つ ま り,第1段 階 と し
て の 国 連 宇 宙 空 間 平 和 利用 委 員会 に よ る審 議 及 び勧 告,第2段 階 と して の 国連 総 会
決 議,そ して 第3段 階 と して の条 約 の署 名 開放 及 び効 力 発生,と い うパ タ ー ンで あ
る。 そ して上 記 委員 会 に よ り作 成 され た案 文 は,ほ ぼ そ の ま ま の 形 で条 約 化 され て
い る。 したが って,審 議 中 と は い え これ らの 法 原 則 案 の検 討 は,立 法 論(deIege
ferenda)以 上 の意 味 を持 ち,重 要 と考 え られ るb
cf.A.E.Gotlieb,C.M.Dalfen,"DirectSatelliteBroadcasting:A
CaseStudyintheDevelopmentoftheLawofSpaceCommunications",
(hπ α(泥αηy壱 αrbooんoノ 、臨 θrπα翻oπαZLα ω,Vol.VII,1969,pp.57-58.
12)正 式 名 称 は,TreatyonPrinciplesgoverningtheActivitiesofStatesinthe
ExplorationandUseofOuterSpace,includingtheMoonandother
CelestialBodies(「 月 その 他 の 天 体 を 含 む 宇 宙 空 間 の探 査 及 び利 用 にお け る国 家
活 動 を 律 す る原 則 に 関 す る条 約 」),工967年10月10日 に発 効 。王983年2月1日 現在,
当 事 国83国6
宇宙国際法における協議制度q}135.
及ぼすおそれが有ると信ずる理由が有るときは,そ の活動又は実験が行な
　 コ
われる前に,適 当な国際的協議を行なうものとする。
条約の当事国は,他 の当事国が計画した月その他の天体を含む宇宙空間
における活動又は実験が,月 その他の天体を含む宇宙空間の平和的な探査
及び利用における活動に潜在的に有害な干渉を及ぼすおそれが有ると信ず
　 　
る理由が有るときは,そ の活動又は実験に関する協議を要請することがで
きる。(傍 点筆者)
以上のように,本 条第3文 及び第4文 は,有 害宇宙活動に関する事前協議を
規定しているが,こ の うち第3文 は,条 約当事国たる宇宙活動国に,有 害な宇
宙活動に関 して,事 前の国際的協議を行なう義務を負わせ るもの と考 え られ
るエ3)。また第4文 は,条 約当事国に,有 害な宇宙活動を行なう当事国に対 して,
協議を求める権利を与えるものと考えられる。
なお,本 条の規定する協議に関連 して,情 報提供が問題 となる。この点につ
いては,本 条約第11条 が規定 しているが,詳 細は後述する。
2こ こでは,「宇宙条約」第9条 の成立経過について検討する。
「宇宙条約」の前段階をなすものとして,1963年 のいわゆる 「法原則宣言」14)
を挙 げることができる。これは,同 年12月 の国連総会 において,決 議1962
(XVIII)と して,全 会 一致で採択されたものであり,こ の 「法原則宣言」第6
項第2,3文 が,若 干の字句修正の後,「宇宙条約」第9条 第3,4文 になった
のである。
さて,ユ966年 の国連における 「宇宙条約」の審議についてであるが,同 年7
月か ら8月 にかけて,宇 宙空間平和利用委員会法律小委員会(以 下宇宙法律小
委員会とする)第5会 期がジュネーヴで開催 された。 この会期では,先 に提出
13)N.Jasentuliyana,R.S.K.Lee,ル毎πωαZoπ 局pαcεLα ω,Vol.1,Alphen
aandenRijn,工979,p.21.
14)正 式 名称 は,DeclarationofLegalPrinciplesGoverningtheActivitiesof
StatesintheExplorationandUseofOuterSpace(「宇 宙空 間 の探 査 及 び利
用 に お け る 国 家 活動 を律 す る法 的 原 則 に 関 す る宣 言 」),で あ る。
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されたソ連第1次 草案15)及びアメリカ第1次 草案16)を中心とした審議が行なわ
れ,各 国からの意見が同委員会に提出された。協議制度に関 して問題となった
のは,潜 在的に有害な宇宙活動についての情報を,国 連事務総長へ事前通報し,
その後協議を行なわなければならないとする,我 が国の修正提案17)であった。
この提案に対 し,ソ 連は,他 の条約当事国に通報するというのがより現実的で
より有効であると,強 硬に反対 した18)。結局我が国も,条 約の早期成立を願 う
立場か ら,提 案に固執 しないことを明らかに し19),これにより,同 年8月2日
付宇宙法律小委 員会 第5会 期前期合意案文,い わゆる 「ジュネーヴ合意案」
L.920)が 作成され,こ れが後の条約第9条 となった。
また,ソ 連第1次 草案第10が 規定していた紛争解決のための協議制度につい
　
ても.紛 争解決の方法をめぐって,ア メリカ ・ソ連間に激 しい対立があった。
ソ連第1次 草案第10条 は,関 係当事国間の協議義務を規定 していたのに対 し,
アメ リカ第1次 草案第i1条 は,紛 争の一方の当事国により,国 際司法裁判所へ
付託できると規定 していた。後に提出された ソ連改訂案21)第i5条 では,当 事国
15)U.N.Doc,A〆6431,AnnexHI.
こ の草 案 中 の 協 議 に 関 す る規定 は,第8条 第2,3文 及 び第10条 で あ る が,前 者
は,「 法 原 則宣 言 」 第6項 第2,3文 を ほ ぼ そ の ま ま踏 襲 した もの で あ り,ま た後 者
は,こ の 条 約 の 適 用 又 は解 釈 か ら生 ず る紛 争 の 解 決 の た め の,関 係 当 事国 間 の 協議
義務 に つ いて,規 定 して い た 。
16)U.N.Doc.A/6431,AnnexIII.
こ の草 案 は,協 議 に 関 す る規 定 を特 に持 って い なか ったが.草 案 第 ユ0条 の天 体 の
汚 染 防 止 に関 す る規 定 は,後 に,「 宇 宙 条 約 」 第9条 第2文 と な った。
17)U.N.Doc.AIAC.105/35,AnnexII,WP.11.
18)U.N.Doc.A/AC.105/C.2/SR.68,pp.7-8.
19)ibid.,p.17,我が 国 の 発 言 は,次 の と お りで あ っ た 。
「事 前 通 告 の最 も単 純で しか も確 実 な 方 法 は,国 連 事 務 総 長 を通 じて,そ れ らの
活 動 を諸 国 家 に 通 報 す る ことで あ る。 こ の考 慮 に基 づ い て,日 本 は 修 正 提 案 を行 な
っ た。 さ らに ワー キ ング ・グ ル ー プの 作 業 中 に,妥 協 を 願 う精 神 か ら,こ の 通 報 は,
直 接 に他 の当 事 国 か 又 は代 りに国 連 事 務 総 長 に対 して 提 供 す る とい う趣 旨の 改 正 提
案 を,提 出 した 。(中 略)し か しなが ら,こ の 選 択 的 方 式 さ え も,ソ 連 代 表 の 受 諾 す
　 　
るところとな らなかったことは,誠 に遺憾である。我々は,な お我が提案が,国 際
　 　 り 　 　
的 協議 手 続 に 関 す る改善 で あ る と信 ず るが,条 約 作 成 作 業 を 促 進 す る ため に,我 が
提 案 に 固 執す る もの で は な い。(傍 点 筆 者)」
20)U.N.Doc.A/AC.105/35,AnnexII,WG/L.9.
21)U.N.Doc.A/6352/Rev.1.
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・間で解決されない紛争は,す べての紛争当事国の合意が有れば,国 際司法裁判
所へ付託できると改められたが,結 局,紛 争の国際司法裁判所への付託方法を
め ぐるアメ リカ ・ソ連間の激 しい意見対立により,紛 争解決条項そのものを削
除することで,妥 協が成立した。
これを受けて,宇 宙法律小委員会委員長による最終案の取りまとめが行なわ
れ,同 年12月19日,第21回 国連総会は,こ の条約案を全会一致で採択 した22)。
その後この条約は,各 国に署名開放され,翌 年10月10日 効力を発生した。
3こ こでは,「宇宙条約」第9条 第3,4文 における協議制度の特徴につい
て検討す る。
同条は,潜 在的に有害な千渉を及ぼすおそれの有る宇宙活動に関 して,当 事
国たる宇宙活動国に対 し,事 前の国際的協議を行なう義務を負わせ る規定であ
り,ま た条約当事国に,当 該活動国に対 して,協 議を求める権利を与える規定
である。 これは,宇 宙空間という言わば国際地域の,共 同利用及びその環境の
保全という側面から,締 約国相互間の紛争回避(disputeavoidance)手 続とし
ての協議の義務,さ らに協議要請の権利を規定するものである。つまり本条は,
他国法益の侵害回避と,宇 宙空間の利用権の衡平な調整とを,締 約国相互間に
義務付けたのであり,そ の意味で,宇 宙活動に対する国家の一般的な行動準則
を設定 したと言えよう23)。
以上のような協議制度の背景には,紛 争が発生 した後の事後処理よりも,潜
在的な紛争の発生を予想 して,事 前にその発生を防止する方が有効であるとい
う考えが有るものと思われる24)。たとえば環 境汚染について見れば,紛 争発生
後の事後処理が,場 合によっては全 く不可能なことも有り得るし,ま た,巨 大
事業とならざるを得ない宇宙活動についても,同 様なことが言えるからである。
しかし,本 条の規定する協議制度 にも,問 題点が無いわけではない。まず第
1に,本 条が協議の対象とする 「潜在的に有害な干渉」の範囲が,必 ず しも明
22)A/RES/2222(XXI)
23)山 本草二前掲論文 「国際紛争における協議制度の変質」,236頁 。
24)同 論文,234頁 。
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らかでないことである。また第2に,本 条が宇宙活動国に義務付ける協議の方
法や手続について,よ り具体的な規定を欠いていることである25)。この第2の
点については,前 述の 「法原則宣言」の場合には,宇 宙研究委員会(COSPAR)26)
が言及されており,こ の機関の協議制度の利用が考えられていた27)。けれども
本条の場合には,そ のような言及はなく,単 なる指導的原則におわる懸念が残
ることになる。また,ソ 連第1次 草案第10条 が規定していた,紛 争の事後的解
決手続の第1段 階としての協議義務についても,ア メリカ ・ソ連間の激 しい意
見対立により,紛 争解決条項そのものが,妥 協により削除された。 したがって
この点においても,本 条約の協議制度は,必 ずしも充分なものとはならなかっ
たと言えよう。
なお,上 述の協議制度に関連して,情 報提供制度が問題となる。本条約は,
第]1条 に情報提供に関する規定を持ち,当 事国たる宇宙活動国は,そ の活動の
性質,実 施状況,場 所及び結果について,国 連事務総長並びに公衆及び国際科
学界に対 し,情 報を提供することとされた。 しか し,ア メ リカ ・ソ連間の意見
対立によ り28),「実行可能な最大限まで」(tothegreatestextentfeasibleand
practicable)の 情報提供を行なえばよいとされた。この限定句は,「南極条約」
第3条 第1項 か ら取 られたものと考えられるが,こ のような限定が付された結
果,情 報の内容,提 供の時期,及 び提供の方法について,提 供国(宇 宙活動国)9
の判断に委ねられることになった29)。したがって,本 条約第U条 の規定する情
報提供制度では,協 議に有効な事前の情報提供を,必 ず しも期待できなくなっ
25)P.G.Dembling,S.S.Kalsi,"PollutionofMan'sLastFrontier:Ade-
quacyofPresentSpaceEnvironmentalLawinPreservingtheResource
ofOuterSpace",ハ 彪εんθrZαπ(9s」耽 θrπαε`oπαZLα ωRεu`eω,Vol。XX,1973,
p.141.
この 論 文 の著 者 は,条 約 第9条 を,自 己判 断 的(self一 麺dging),自 己 賦 課 的
(self-imposed),か つ 自己 取 り締 り的(self-policed)で あ る と,指 摘 す る。
26)CommitteeonSpaceResearchのこ とで,国 際 科学 連合 会 議(International
CouncilofScienti丘cUnion)の下 部 組 織 で あ る。
27)池 田文 雄 『宇 宙 法 論 』,成 文 堂,1971年,247頁 。
28)同 書,266-268頁 。
29)野 口憂 男 「宇 宙 条 約 〈E>」 『外 務 省 調 査 月 報』,第8巻 第8号,1967年,59頁。
宇宙国際法における協議制度(1) 139
たと言 えよ う。
皿 「宇宙救助返還協定」における協議制度
1宇 宙国際法の領域で,「 宇宙条約」の次に発効 したのが,1968年12月 の
いわゆる 「宇宙救助返還協定」3。)である。
本協定の第2条 は,事 故,遭 難,緊 急着陸 もしくは意図しない着陸のために,
宇宙機乗員が締約国の管轄下の領域に着陸 した場合の,当 該乗員に対する救助
活動を規定している31)。特に同条第3文 は,乗 員に対する捜索及び救助活動にお
ける,宇 宙機打上げ機関の締約国たる着陸国への協力を規定 しているが,こ の
協力における当該着陸国と打上げ機関(国)と の間の協議を定めているのが,
同条第4文 である。協定第2条 第4文 は,次 のように規定する。
この活動(打 上げ機関による捜索及び救助活動)は,打 上げ機関と密接
　 　
かつ継続的な協議を保ちなが ら活動する締約国の指揮及び統制のもとに,
実施されるものとする。(傍 点筆者)
以上のように,本 協定第2条 第4文 は,打 上げ機関が捜索及び救助活動を実
施する場合に,打 上げ機関(国)及 び当該着陸国に対 し,国 際的協議を行なう
義務を負わせるものと考え られる。
2こ こでは,「 宇宙救助返還協定」第2条 の成立経過について検討する。
この協定が最初に問題となったのは,1962年5月 の宇宙法律小委員会第1会
期であった。同会期にソ連は,緊 急着陸をした宇宙船及びその乗員の救助に関
する協定案32)を提出 した。一方アメリカは,国 連総会決議の形式を した,宇 宙
30)正 式 名 称 は,AgreeエnentontheRescueofAstronauts,theReturnof
AstronautsandtheReturnQfObjectsLaunchedintoOuterSpace(「宇宙
飛 行 士 の 救 助 お よ び宇 宙 飛 行 士 の 送 還 並 び に 宇 宙 空 間 へ 発 射 され た 物 体 の 返 還 に 関
す る協 定 」),]968年12月3日 に発 効 。1982年11月1日 現 在,当 事 国79国 及 び 欧州
宇 宙 機 関 。
31)こ の 第2条 は,1944年 の 国 際 民 間 航 空 条 約 第25条 の 規 定 す る遭 難 航 空 機 に 対 す る救
助 活 動 を,モ デ ル に した もの と愚 わ れ る。
32)U。N.Dりc.A/AC.105/C.2/L.2.
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機及 びその乗員に対す る援助 及び返還 に関す る提案33)を 行 な った。これ らの案
文の特徴は,ソ 連協定案が,宇 宙飛行士の救助 に関す る協定を優先 しているの
に対 し,ア メ リカ提 案は,宇 宙飛行士の救助 と同時に,宇 宙打 上げ物体 の返還
を も提 案に含めて いる点 であ った。
以来,協 定作成の ための作業が続 け られたが,案 文の特徴 で述べ たソ連 ・ア
メ リカ間の意見対立並び に宇宙活動国 と非宇 宙活動 国の間の意 見対立 により,
合 意は得 られ なか った。特 に本条 に関 しては,打 上 げ機関が救助活動 に参加す
るための条件 と程度が,大 きな争点 となった。これは,救 助活動の効果的な実
施 を促進す るためには,打 上げ機関の協力が必要 である反面,締 約国た る事故
発生地国(着 陸国)の 主権を どのよ うに確保す るか に関す る問題で あった34)。
1967年6月 の宇宙 法律小委 員会第6会 期 において,審 議の基礎 とされた案文
に は,宇 宙活動国側の ものと して,ア メ リカ修正案35)及 びソ連 新草案36)が 有 っ
た。 この両案 とも,打 上げ機関(国)の 一方的な主導権を,無 条件 かつ全面 的
に主張す る もので あ り,締 約 国たる非宇宙活動国の主権擁 護の点か ら,大 いに
議論 とな った。次 に非宇 宙活動 国側の もの であるが,オ ー ス トラ リア ・カナダ
共 同新協 定案37)を 挙 げる ことがで きる。この共同新協定案 は,締 約 国たる事故
発生地国(着 陸国)に,救 助捜索活動の主導権を認め るものであ った。
その後,ア メ リカ ・ソ連間の非公式交渉に基づ き,ア メ リカ ・ソ連合意案38)
が作 成された。 この合意案 は,上 述のオ ース トラリア ・カナダ案を基礎 に作成
され た もので,ア メ リカ ・ソ連の歩み寄 りを示 した もの と言え るが,な お,着
陸 国と打上 げ機関の意見不一致の 場 合 の,最 終的 な決 定 権 者 が,明 らか に
されて いなか った。 この点 に関 し アメ リカ代 表 は,宇 宙 法 律 小 委 員 会 で の
発言で,着 陸国が最終的な発言権(the且nalsay)を 持つ ことを明 らか に した
33)ibid./L.3.
34)山 本草二 「宇宙救助返還協定における国際協力の法形態」『成暖法学』,第2号,
1970年,84-85頁 。
35)U.N.Doc.AIAC.105/C.2/L.9.
36)ibid./][」 。18.
37)ibid.〆L.20.
938)ibid./L.28.
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が39),イ ンド代表は,打 上げ機関による援助の決定権者が,未 だ明 らかで ない
と発言 した40)。 そこで フランス代 表は,ア メ リカ ・ソ連合意 案の主 語を入れ替
え る修正提 案を行 な った41)。 つま り,ア メ リカ ・ソ連 合意案では,締 約国 たる
着 陸国が打上 げ機 関に協力する ことになっていたのを,逆 に して,打 上げ機関
が当該着陸 国に協力する義務 を負 うと したのであ った42)。 この修正提案を受け
て,宇 宙活 動国側 が大幅に妥協す る ことによ り,本 条は成立 した。
なお,本 条におけ る打上げ機関の 当該着陸国に対 する協力を効果的 なもの と
す るために,そ の間 の協議義務が,規 定 された と考 え られる。
以上 のよ うなアメ リカ ・ソ連の妥協の結 果,協 定案 は,1967年12月 玉9日,
国連総会 によ り採択 され43),各 国 に署名開放の後,翌 年12月3日 効力を発生 し
た。 この協定 は,宇 宙法律小委員会 におけ るイ ン ド代表 の発言44)が 如実に示す
よ うに,宇 宙活動国 としての アメ リカ ・ソ連の協調の産物 と考 え られ るが,そ
の反面,1962年 以来宇宙法律小委員会で併行 的に進め られて きた 「宇宙損害賠
償条約」 は,結 果的 に無視 され ることにな った。したがって,非 宇宙活動国は,
この損害賠償条約 によ り多 くの関心を持 っていたの で,後 にこれ らの国々の反
発を招 くことにな った45)。
3こ こで は,「 宇宙救助返還協定」第2条 第3,4文 における協議制度の特
徴 について検討す る。
同条は,宇 宙機が事故等に より緊急 着陸 した場合,そ の乗員に対す る捜索救
助活動に おける,打 上 げ機関の締約国たる着陸 国への協力を規定 し,こ の協 力
を効果的な もの とす るために,打 上 げ機関(国)と 着陸国 に,協 議を義務付 け
39)U.N.Doc.AIAC.105/C.2/SR.86,p.8.
40)ibid.,p.12.
41)ibid.,p.13;ibid./SR.89,p.3.
42)池 田文雄前掲書 『宇宙法論』,309頁 。
43)AIRES/2345(XXII)
44)U.N.Doc.AIAC.105/C.2/SR.86,p.12.
インド代表は,こ の協定を,「ある代表によって,舞 台裏で,交 渉された もの」
(negotiatedback-stagebycertaindelegations)と,述べた。
45)池 田文雄 「宇宙救助返還協定について」『専修法学論集』,第9号,1970年,36-39
頁。
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た。 しか し上述のように本条は,主 権国家としての着陸国の属地主権の主張と,
打上げ機関(国)の 宇宙機に対する属人主権の主張との,妥 協の産物と言えよ
う。そしてこの両者の主張を調整するための手続が,本 条第4文 の規定する協
議制度と考えられる。
確かに本協定は,「人道主義」の下に解釈すべきという主張 も強 く46),その意
味で,現 実の遭難宇宙機乗員の捜索救助活動においては,そ の能力を備えた打
上げ機関による活動の方が,よ り効果的であることは疑いない。 しか し,着 陸
国の属地主権に対する侵害という主張も根強 く,こ れを防止するために,本 条
の規定す る協議制度が,必 要不可欠となると思われる。
したがって,本 条の規定する協議制度 も,打 上げ機関(国)と 着陸国との間
の,捜 索救助活動における主導権をめ ぐる紛争を,事 前に回避す る手続として
の協議義務 と理解できる。 しか し,締 約国相互の 「利益共同」に基づ く権利の
平等性及び衡平性の保障をめざした,前 述の 「宇宙条約」における協議制度と
は若干異なり,他 の締約国の権利に対する侵害の防止という側面,つ まりより
消極的側面の強い協議制度と見ることができよう47)。
なお,本 条も,協 議の方法や手続に関する具体的規定を持たないが,こ の点
は,協 議制度の実効性を考える場合,大 いに懸念される点である。
IV「 月協定」における協議制度
1宇 宙 国 際 法 の 領 域 に お い て,第5番 目48)に 作 成 さ れ た 条 約 が,い わ ゆ る
「月 協 定 」49)で あ る 。 この 協 定 は,国 連 に お け る10年 近 い 審 議 を 経 て,1979年
46)M.Lachs,%eLαωo/0ω`erSρ αce,Leyden,1972,p.81.
47)山 本 草二 前 掲 論 文 「国 際紛 争 に お け る 協議 制 度 の変 質 」,234頁 。
48)宇 宙 国 際法 の領 域 に お け る第3番 目及 び第4番 目 の 条 約 は,そ れ ぞ れ,「 宇 宙 損 害
賠 償 条 約 」(ConventiononIntemationalLiabilityforDamageCausedby
SpaceOblects,1972年9月1日発 効),及 び 「宇 宙 物 体 登 録 条 約 」(Convention
onRegistrationofObjectsLaunchedintoOuterSpace,1976年9月15臼発
効)で あ る が,両 条約 と も協議 に関 す る規 定 を含 ん で い な いの で,本 稿 で の 検 討 の
対 象 とは しな い 。
49)正 式 名称 は,AgreementGoverningtheActivitiesofStatesontheMoon
andotherCelestialBodies(「月 そ の他 の 天体 にお け る国 家 活 動 を律 す る 協定 」),
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12月5日,総 会により採択され50),各 国に署名開放された。
本協定の第15条 第2項 は,協 定上の義務不履行,又 は協定上の権利侵害に対
す る,直 接関係当時国間の,一 方的請求に基づ く,協 議の義務を規 定 してい
る5D。 同項は,次 のように規定する。
他の締約国が協定上の義務を履行せず,又 は締約国の協定上の権利を侵
コ 　
害したと信ずる理由の有る締約国は,当 該締約国に対 し,協 議を請求する
コ 　 　 　
ことができる。協議を請求された締約国は,遅 滞な く,当 該協議に入らな
　 　 　 　
ければならない。協議を求められた他のいかなる締約国も,当 該協議に加
　 　
わる権利を有する。当該協議に加わった締約国は,す べての締約国の権利
と利益を考慮して,い ずれかの紛議(controversy)に 対して,相 互に受諾
　 　
可能な解決を求めなければならない。当該協議の結果は,国 連事務総長に
通報 し,ま た事務総長は,関 係締約国に通報しなければならない。(傍点筆者)
また本協定の第15条 第3項 は,協 議により解決をみなかった場合の,他 の平
和的紛争解決手段を規定 し,同 時に,紛 議解決のための国連事務総長の援助を
規定 している52)。同項は,次 のように規定する。
　 　
協議により,す べての締約国の権利と利益を考慮した相互に受諾可能な
解決が得られない場合には,関 係締約国は,そ の選定する他の平和的手段
であって,紛 争(dispute)の 事情 と性質に適合 したものを用いて,紛 争解
　 　
決のたあの一切の措置をとらなければならない。当該協議の開始について
困難が生 じ,又 は協議が相互に受諾可能な解決に至 らなかった場合には,
関係締約国の同意を求めることな く,紛 議の解決のために,国 連事務総長
の援助を求めることができる。(以 下略)(傍 点筆者)
1982年 正1月五日現在,未 発効。
50)AIRES/34/68.
51)こ の第15条 第2項 は,工972年 の 「海底非軍事化条約」第3条 第2項 の規定する協議
制度を,モ デルに したものと思われる。
52)こ の第15条 第3項 は,1961年 の 「南極条約」第11条 の規定する紛争解決手続を,モ
デルにしたものと思われる。
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以上のように,本 協定第15条 第2項 は,協 定上の義務不履行又は権利侵害に
関して,関 係締約国間に協議を義務付けるものであり,ま た同条第3項 は,協
議不調の場合の,他 の平和的紛争解決手続を定めている。
なお本協定には,第7条 第3項,第8条 第3項 及び第15条第1項 に,そ の他
の協議に関する規定が有るが,こ れらの規定については後述する。
2こ こでは 「月協定」第15条第2,3項 の成立経過について検討する。
1969年7月 に,ア メリカの宇宙船アポロ11号 が月面着陸に成功 して以来,前
述の 「宇宙条約」の不充分さが指摘 されるようになり,月 を含む天体管理のた
めの具体的条約の必要性が,叫 ばれるようになってきた。この傾向を具体的に
示したのが,1970年 の字宙法律小委員会への,ア ルゼ ンチ ン提案であった。同
委員会にアルゼンチンは,月 を含む天体の天然資源の利用原則 に関す る協定
案53)を提出した。しかしこのアルゼ ンチン案は,協 議及び紛争解決に関する規
定を含んではいなかった。翌年6月 ソ連は,国 連事務総長宛の書簡で,月 に関
す る条約案54)を提出 した。この条約案は,条 約上の義務違反の場合,及 び月面
活動に対する妨害の場合の,関 係締約国間の協議義務を規定 していた55)。これ
らの提案を受けて,1971年 】1月の国連総会は,決 議2779(XXVI)を 採択 し,
宇宙法律小委員会に対 し,月 に関する条約案作成を要請した。これに対 しアメ
リカは,翌1972年4月,宇 宙法律小委員会へのワーキング・ペーパーの形で,
条約案文を提出した。 この案文中には,前 述のソ連案とほぼ同趣旨の協議につ
いての規定が含まれていた し,また,紛 争処理についての規定も含まれていた56)。
53)U.N.Doc.A/AC.105/C.2/L.71.
この協定案の特徴は,月 を含む天体の天然資源を,「 全人類の共同財産」(com-
monheritageofallmankind)とすることにより,発 展途上国が当該資源を利
用することを,促 進 しようとするものであった。
54)U.N.Doc.A/8391.
55)こ の条約案第3条 第3項 によれば,締 約国は,他 の締約国が条約上の義務に違反 し
ていると信ずる理由の有る場合,関 係締約国間の協議を請求することができるとさ
れた。また第5条 第3項 第2文 によれば,月 面活動に対する妨害が締約国間に発生
した場合は,関 係締約国間で協議を行なうこととされた。
56)こ の案文の第3条 第9項(U.N.Doc.A/AC.105/C.2(XI)/WP.3.)は,ソ連
案の協議に関する条項とほぼ同じであったが,締 約国は,い つでも,一 方的に,紛
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1972年 以後の宇宙法律小委員会における審議では,次 の3点 が特に問題とな
り,各 国の意見対立が激 しかった57)。それらは,第1に 条約の範囲58),第2に
情報の提供及び公表,そ して第3に 天然資源の問題59)であった。これらのうち
議 解 決 の た め,国 連 事 務 総 長 の援 助 を求 め る こ とが で き る と され て い た 点 が,前 述
の ソ連 案 と異 な る点 で あ った 。 ま た第12条(ibid,/WP.17.)は,紛争 処 理 に関 す
る条 項 で,条 約 規 定 の 解 釈 又 は適 用 に関 して 生 ず る見 解 の 相 違(d澄erences)に つ
いて は,適 当 な 場 合 に は,宇 宙 条 約,宇 宙 救 助 返 還 協 定,及 び 宇 宙 損 害 賠 償 条 約 の
規 定 を 参 照 す る と さ れて い た 。
57)E.Galloway,"AgreementGoverningtheActivitiesofStatesontheMoon
andOtherCelestia亘Bodies",ノ1ηηα飴(ゾ ≧4`rα πdSワ αcθLα ω,Vo1.V
(1980),1981,p.487.
58)条 約 の 範 囲 を 月 の み に 限 定 す る立 場 と,他 の 天 体 に も及 ぶ とす る立場 の 対立 で あ っ
た(U.N.Doc.AIAC.105/C.2/SR.187-189.)。前 者 は,宇 宙 開 発 の 現 段 階 で
は,月 の み を 対 象 と して お き,そ の 後 開 発 可 能 とな った 段 階 で,改 正 等 をす れ ば良
い とい う考 え に 基 づ い て い た の に 対 し,後 者 は,現 段 階 で も惑 星 間飛 行 が 可 能 だ か
ら,規 律 の 必 要 が 有 る とい う考 え に 基 づ い て い た 。
妻973年 の 宇 宙 法 律 小 委員 会 に,ス ウ ェ ーデ ンは,太 陽系 の天 体 に 限定 す る とい う
提 案 を 行 な った が,こ れ に よ り各 国 の 妥 協 が で き,1977年 の カ ナ ダ ・オ ー ス トラ リ
ア 提 案 を経 て,協 定 第1条 第 ヱ項 とな った 。
59)1970年 の アル ゼ ンチ ン案 第1条 は,月 及 び そ の 他 の 天体 の 天然 資 源 を,「全 人 類 の共
同 財産 」(commonheritageofallmankind)として い たの に対 し,1971年 の
ソ連 案 第8条 は,月 及 び そ の 一 部 分 のnationalappropriaもionを禁 止 す る のみ
で,そ の天 然 資源 のappropriation及 び使 用 に つ いて は,言 及 して い たか った。
一 方 ,ア メ リカ の ワ ー キ ング ・ペ ーパ ー(U.N.Doc.A/AC.105/C.2《XI)/
wP.12.)及 び イ ン ド ・エ ジプ ト共 同 の ワー キ ング ・ペ ーパ ー(ibid./wP.20.)
は,ア ル ゼ ンチ ン案 と同 趣 旨 の規 定 を含 ん で い た。
ソ連 は,こ の 「共 同 財 産 」(commonheritage)とい う私 法 上 の 概 念 を,国 家 間
の 関 係 に適 用 す る こ とは 誤 解 を招 くと,猛 烈 に反 対 した。 また 先 の アル ゼ ンチ ン案
第2条 は,月 及 び その 他 の天 体 に源 を発 す る物 質 は,す べ て 天 然 資源 とみ な す と規
定 して いた の で,地 球 へ 持 ち 帰 られ た 物 質 か ら得 られ た 利 益 は,す べ て の 人 民 で 分
配 され る と,主 張 され た 。 この 点 が,さ らに,各 国 の 意 見 対 立 を もた ら した と思 わ
れ る。
1972年 以 後 の宇 宙法 律 小 委 員 会 に お け る審 議 で は,各 国 の 見 解 が3つ に分 か れ た
(U.N.Doc,A/AC.105/C.2/SR.187-190.)。そ の第1は,条 約 中 に天 然 資 源
の 問 題 を含 め,か つ それ を 「共 同 財産 」 とす る立 場 で あ り,ま た 第2は,天 然 資 源
の た め の別 条 約 を作 成 す べ き とす る立 場 で あ り,そ して第3は,天 然 資 源 の 問 題 を
条 約 中 に含 め る こ と は,時 期 尚早 と す る立 場 で あ った。
1975年 の宇 宙 法 律 小 委 員会 第1作 業 部会 で は,全 文 カ ギ カ ッ コ付 き な が ら案 文 を
ま と め た。 これ に よれ ば,天 然 資 源 のnationalappropriationが禁 止 さ れ,ま
た二 重 カ ギ カ ッコ付 きで,天 然 資 源 が 「共 同 財産 」 とさ れ た。 しか し,発 展 途 上国
対 西 側 諸 国,さ らに は ソ連 対 他 の社 会 主 義 諸 国 と い う複 雑 な意 見対 立 に よ り,合 意
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協議制度と関連するのは,第2の 情報の提供及び公表についてであった。前述
の 「宇宙条約」第11条 は,宇 宙活動に関する情報の,国 連事務総長及び国際科
学界への通報を規定 していたが,必 ず しも具体的な規定ではなかった。そこで
アメリカは,1972年4月 のワーキ ングペーパー60)で,事 前(打 上げ60日 以前)
通報の義務を提案 した。アメリカが,こ の事前通報を提案するのには,3つ の
理由が有った。その第1は,宇 宙への使節の安全憐を高めることであ り,第2
は,他 国の活動 との重複を避けることにより,科 学的成果の有効利用をはかる
ことであり,そ して第3は,科 学情報の交換による,天 体環境の均衡を維持す
ることであった61)。しか しなが らこの提案は,各 国の同意するところ'とはなら
なかった。何故ならば,宇 宙活動が必ず しも国家的利害を越える段階にまで達
しておらず,し たがって,科 学情報を相互に交換する段階に至っていなかった
か らであった。
以上のような国々の激 しい意見対立により,協 定案の審議は中途で行 き詰ま
って しまったが,こ のような行き詰まりを打開するため,1978年4月,オ ース
トリアは新提案62)を行なった。この新提案は,各 国の意見対立に対 し一括妥協
をはかろうとするものであり,協 議については,第15条 第2,3項 が,先 の ソ
連案及びアメリカ案をほぼ踏襲 していたが,ア メ リカ案に有った紛争処理条項
は得 られ な か った 。
1976年 の 第1作 業 部 会 に は,ア ル ゼ ンチ ン,ブ ラ ジル,チ リ,イ ン ドネ シア,メ
キ シ コ,ナ イ ジ ェ リア,ル ー マ ニ ア,シ エ ラ レオ ネ及 び ヴ ェ ネズ エ ラが 共 同 で,ワ
ーキ ング ・ペ ーパ ー(U .N。Doc.AIAC.105/C.2(XV)/WG.1/WP.3.)を
提 出 した。 この ワ ー キ ング ・ペ ーパ ーは,天 然 資 源 を 「共 同 財 産 」 とす る もの の,
そ の 利 益 の 分 配 に つ いて は,発 展 途 上 国 の必 要 と同 時 に,開 発 国 の 貢 献 を特 別 に考
慮 す る と して い た 。 さ ら に,国 際 的 なregimeに つ い て は,開 発 可 能 な 時 期 ま で の
課 題 と し,作 成 され た 規 定 は,10年 ご とに 見 直 され る こ と と した 。
この ワー キ ン グ ・ペ ーパ ーに よ り各 国 の 妥 協 が成 立 し,最 終 的 に 協 定 第11条 第1,
5,7項 とな った 。
60)U.N.Doc.AIAC.105/C.2(XDIWP.3.
この 提 案 の 第3条 第5項 が,宇 宙 活 動 に 関 す る情 報 の,遅 く と も打 上 げ60日 以 前
の,国 連事 務 総 長 及 び 国 際 科 学 界 へ の 通 報 を,規 定 して い た 。
61)1973年4月 の宇 宙 法 律 小 委 員会 で の,ア メ リカ代 表 の 発言(U.N.Doc.A/AC.
105/C.2/SR.205.)によ る。
62)U.N.Doc.A/AC.105/C.2/WG.1(1978)/WP.2.
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は,削 除されていた。また情報の提供及び公表については,第5条 第1項 が,
打上げ後できるだけすみゃかに国連事務総長及び国際科学界へ通報すると,・規
定 していた63)。
このオース トリア新提案に基づいた審議及び若干の修正により,国 々の妥協
が成立 し,国 連総会はこの協定を採択 し,各 国に署名開放 した。 この協定は,
第」1条第5項 の規定する天然資源開発のためのregimeが 如実に示すように,
玉虫色の規定が多 く,い くっかの重要な問題を,後 の課題として残 して しまっ
たと言える。
3こ こでは 「月協定」第15条 第2,3項 における協議制度の特徴を中心 に
検討する。
同条第2項 は,協 定上の義務違反又は協定上の権利侵害に対する,関 係締約
国間の,一 方的請求に基づ く協議義務を規定 している。したが って,非 打上げ
国であっても,協 定の締約国という立場で,月 の平和利用等に関し,協 定上の
義務違反や権利侵害を問い,月 面活動国との協議を要請できることになった。
これに比 して前述の 「宇宙条約」第9条 は,締 約国間で,宇 宙活動又は関係の
実験が,相 互に 「潜在的に有害な干渉」を与える場合に,協 議の対象とするに
とどまり,本 協定のように非打上げ国の介入しうる余地は,少 なか ったと言え
よう64)。また同条第3項 は,締 約国間の紛議が協議により解決されなか った場
合の,他 の平和的な紛争解決のための手続を規定 している。
以上のように,本 協定第15条 第2項 における協議制度には,ふ たっの特徴が
有ると言える。その第1は,月 面探査及び利用における締約国相互間の 「利益
共同」に基づ く,締 約国の権利の衡平性の保障及び権利侵害の防止という特徴,
つまり紛争事前回避手続としての協議の義務化 という特徴である。そして第2
の特徴は,紛 争の事後的解決手続の第1段 階として,協 議の義務化 という点で
あり,特 にこの点は,同 条第3項 の規定が,よ りいっそう明らかにしている。
63)同 様に環境汚染防止措置について も,第7条 第2項 は,放 射性物質の設置以外につ
いては,事 後の通報を規定 していた。
64)山 本草二 「宇宙開発」『未来社会と法』,筑 摩書房現代法学全集54,1976年,46頁 。
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したがって本条における協議制度も,締 約国間に義務的な,国 際紛争回避手続
及び紛争解決手続の第1段 階として,位 置付けることができよう。 しか し,前
述の 「宇宙条約」及び 「宇宙救助返還協定」 と同様に,協 議の方法や手続に関
する規定が充分でないことが(国 連事務総長への援助要請は規定されている),
今後の問題として懸念 される。
また本協定の第5条 第1項 は,「 宇宙条約」第工1条と同趣 旨の情報提供を規
定す るが,本 条にも 「実行可能な最大限度まで」という限定句が付けられてお
り,そ の実効性が問題となろう。
なお本協定には第15条 第2,3項 の他に,次 のような協議に関す る3つ の規
定が,含 まれている。その第1は,第7条 第3項 で,国 連の関係機関との協議
に基づき特別の取 り決めが作 られた場合は,国 際科学保護地域(international
scienti丘cpreserves)が 設定できるとされる。この条項は,科 学的調査のため
の保護地域を設定 しようとしたアメリカ提案(案 文第3条 第6項)65)に 基づ く
ものである。本条は,特 別の取り決めを作成する場合の,関 係国連機関との協
議を規定 しているが,い ずれの機関か特定されていないので,こ の点が協議を
実施する場合に問題となろう66)。
また第2は,第8条 第3項 で,締 約国の活動が,他 締約国の活動に対する干
渉となる場合,第15条 第2,3項 に規定 された協議を実施するとされる。本条
は,前 述の 「宇宙条約」第9条 とほぼ同趣旨の規定であり,第15条 第2,3項
の規定する協議の対象範囲を拡大するものである。
そして第3は,第15条 第1項 で,締 約国の月面における探査及び利用が,本
協定に適合することを確保するために,月 面の施設等が他締約国に開放され,
そしてこの訪問の際に,適 当な協議を実施 し,ま た安全を確保するため,訪 問
につき合理的予告を行なうとされる。本条は,前 述の 「宇宙条約」第12条 とほ
ぼ同趣旨の規定で,相 互訪問による査察制度を定めている67)。本条に関 して,
65)U.N.Doc.AIAC.105/C.2(XI)/WP.3.
66)Galloway,op.cit.,p.497.
67)「 宇 宙 条 約 」 第12条 は,本 条 に は 無 い 「相 互 主 義 に 基づ い て 」 とい う文 言 を 含 ん で
宇宙国際法における協議制度(1} 149
西欧諸国は,よ り高度の査察制度を導入するよう提案 したが68),各 国の合意す
るところとはならなかった69)。以上が,そ の他の協議に関する規定である。
、
い たが,本 条 の 場 合 に も,こ の文 言 が黙 示 的忙 含 ま れ て い る と解 釈 す る の が妥 当で
あ ろ う。 何 故 な らば,月 面 活動 国 以 外 で は,訪 問 は不 可 能 だ か らで あ る 。
cf.N。M.Matむe,ノ4¢m3pαcε」5αω,ToroRto,1977,pp.193-194.
68)U.N.Doc.AIAC.105/C.2(XI)/WP.18.
この 提 案 は,月 面 施 設等 へ の訪 問 に よ る,各 締 約 国 の条 約 規定 遵 守 を確 保 す る権
利 及 び 国 際 的 な手 続 に基 づ く検 証(veri丘cation)を,含 む もの で あ った 。
69)山 本 草 二 前 掲 論 文 「宇 宙開 発 」,46頁 。
